
本号から、新たな連載を開始します。
地方創生の流れの中で、地域経済において市町村が果たす役割が、これまで以上に大きくなってきています。
連載では、群馬県内各市町村の、制度融資担当者に登場していただき、制度融資を中心に、中小企業施策

全般について、考え方や方向性、具体的な施策等をお伺いします。
今回は、前橋市産業経済部産業政策課を訪れ、田中主任にお話を聞いてきました。

前橋市 産業経済部
産業政策課 主任

田中 篤史 様
GUEST

前橋市産業経済部 産業政策課の皆さま
後列左から、柴﨑係長、佐渡谷主任、阿部主事、
田中主任、宮下主事
前列左から、岡田嘱託員、三吉主任、川端課長、
冨川主事、大矢副主幹
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村制度融資担当者に聞く市町
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Ｑ．中小企業施策の基本的なコンセプト・
考え方等をお教えください。

　本市経済がより力強く、持続的に発展していくために
は、経済成長をけん引し、市民の雇用や暮らしを支える
極めて大きな役割を担う中小企業の活力ある事業の継
続、発展が大変重要となります。そのためには、中小企
業者自らの努力はもちろん、地域社会を構成する各主体
が手を取り合い、中小企業を支援していくことが必要と
なっております。
　本市では産業振興の指針として策定した『前橋市産業
振興ビジョン』に基づき、効果が期待できる支援策を示
し、本市経済の持続的な発展を目指していきたいと考え
ております。

Ｑ．中小企業向け制度融資メニューをお教えください。

以下のようなメニューがあります。
◇短期的運転資金：「短期サポート資金」「季節資金」
◇長期的運転資金：「小口資金」「特別小口」「経営振興資
金」「経営安定資金」「経営力強化支援資金」

◇新たな設備投資：「企業設備資金」「省エネ設備資金」
◇新製品・新技術開発、新たな分野への進出：「中小企業
研究開発資金」

◇前橋市中心市街地活性化基本計画に定める区域内等の
企業限定：「中心商店街にぎわい資金」

主な制度融資の保証実績 （単位:件、千円）

制度名 年度
保証承諾 保証債務残高

件数 金額 件数 金額
前橋市
小口資金

27年度 546 2,857,506 2,297 7,522,033
28年
7月末

732 4,819,237 2,475 9,823,667

前橋市
中小企業
経営振興資金

27年度 73 679,237 961 4,570,675
28年
7月末

29 329,130 864 4,059,569

前橋市
起業家独立
開業支援資金

27年度 56 411,050 ※345 1,747,231

※前橋市起業家独立開業支援資金の27年度保証債務残高・
件数は、金融機関プロパー融資残高・件数も含む。

●「28年７月末」は、28年度の４ヶ月間の実績。

Ｑ．特徴的な制度融資、
おススメの制度融資があったら教えてください。

　市内で1年以上事業を営んでいる中小企業者が、仕入
資金、人件費、外注資金などの運転資金や、機械設備の購
入や車両購入などの設備資金に幅広くご利用いただける
「小口資金」の保証料を、平成28年度から平成30年度の
ご利用に限り、事業者負担額を0円にしております。
　また、平成28年度から、融資利率の0.5％引下げ（2.3％
→1.8％）を実施し、さらにご利用しやすい融資制度と
なっております。

Ｑ．制度融資以外の、中小企業や創業者向けの
施策を教えてください。

　中小企業に対しては、設備投資、人材育成、新製品開発、
企業誘致、雇用促進等を支援するさまざまな補助制度を
ご用意しております。特に設備投資に関する補助金につ
いては、制度融資と併用してご利用いただいております。
　また、前橋市内で新規に独立開業しようとする方には、
中小企業診断士による経営サポートのほか、制度融資に
係る利子と保証料の一部を補助する「創業サポート総合
制度」という本市独自の先進的な制度があり、手厚い支援
策を実施しております。
　さらに新たな創業者向けの施策として、昨年の12月
に、多くの業種に対応した起業家育成施設「前橋市創業
センター」を中心市街地にオープンしました。前橋市創
業センターには、経営指導が受けられる「インキュベー
ションオフィス」や飲食店や物販のお試し創業が可能な
「チャレンジショップ」、３Ｄプリンター等の工作機器を
利用できる「ものづくりラボ」がございます。そうした
ハード面だけでなく、同センターでは、起業に必要な知
識やノウハウ、人脈などが得られる様々なセミナー等を
毎月実施しております。

Ｑ．今後の中小企業施策や
制度融資に対する思いを教えてください。

　本市では、平成26年度に「短期サポート資金」、平成
28年度より「経営力強化支援資金」を創設し、さらに「小
口資金」保証料補助を拡充し事業者負担を無料化にする
など、中小企業者が事業活動を促進できるような資金面
の環境整備を実施しております。
　これからも、各関係機関と連携し、ご協力いただきな
がら、中小企業者への融資が円滑に供給できるような制
度融資の運営を目指し、地域経済の活性化に繋げていき
たいと考えております。
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